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はじめに 

２０１８年に四国、中国地方に甚大な被害をもたらした西日本豪雨、２０１９年に

過去最強クラスで関東に上陸し猛威を振るった台風１５号など、過去「最強、最多」

「数十年に一度」といった記録的な自然災害が毎年のように繰り返し起きている。大

気中の温室効果ガス濃度の高まりによって地球の平均気温が上昇することで降雨パタ

ーンが変動し、このような異常気象の発生頻度が世界的に高まったとされている１）２）。 

パリで開催された国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）では、

温室効果ガス削減に関する国際的取り決めが合意され、世界的な平均気温上昇を産業

革命以前に比べて１．５℃に抑える努力を追求する長期目標が掲げられた３）。 

石炭・石油・天然ガス等の化石燃料によるエネルギーの大量消費から再生可能エネ

ルギー※１への転換などを進め、現在進行形で起きている人為的な温室効果ガス排出に

よる気候変化を食い止めることが人類にとって急務となっている。 

日本においても、２０２０年１０月、臨時国会の所信表明演説において、菅総理大

臣は「２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体として実質ゼロにする」ことを

宣言した４）。東日本大震災後、原子力発電に依存できない中、この高い数値目標を実

現するには、約４割を占める発電、石油精製などのエネルギー転換部門のＣＯ２排出量

をより高いレベルで削減していく必要がある（図１）５）６）。 

そこで本論文では、油脂産業界でも大きな課題であるＣＯ２を削減するための技術

と未来のエネルギー貢献を提案する。 

古くから代替化石燃料として研究され、オイル生産性が高く、かつ、大気中のＣＯ

２も吸収する「藻類※２」から、次世代の発電エネルギー源として近年注目されている

「アンモニア」を生成して温室効果ガスの排出削減を目指すと共に、社会全体の急激

なデジタル化の進展による膨大な電力消費が予想される中でも安定した電力供給の一

端を担えるというものである。 

カーボンニュートラル※３、脱炭素社会※４の実現に向け、アンモニア供給によるエネ

ルギー貢献も可能となる、既存インフラであるダムを有効利用した「藻類による発電

用アンモニア生成システム」を油脂産業の新たな役割として提言する。 
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図１ エネルギー転換部門のＣＯ２の排出量 

（出典： 経済産業省 2019年度（令和元年度）の温室効果ガス排出量（確報値）より

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghgmrv/emissions/results/material/honbun2019rev2.pdf） 

 

第１章 温室効果ガス排出ゼロへの課題 

１－１．日本の温室効果ガスの現状と取り組み 

日本はパリ協定の下、２０３０年度に２０１３年度比「２６％減」の温室効果ガス

排出削減を目標に進めている７）。日本の温室効果ガスは２０１９年度で約１２億ｔの

排出量であり、そのうち約４．３億ｔが火力発電によるもので、大きなウエイトを占

めている。火力発電が電力に占める割合は７６％と大きく、再生可能エネルギー由来

の電力は１８％、原子力が６％とわずかである６）。２０１３年度から再生可能エネル

ギー、原子力といった非化石燃料の比率は高めてきているが、いまだ大部分が化石燃

料に頼った電力構成となっている。 

経済産業省が策定した２０３０年度のエネルギー需給構造の見通しによれば、徹底

した省エネを行うことで電力需要は２０１３年度とほぼ同じレベルに抑えられるとし

ている。そのうえで温室効果ガスの２６％削減を実現するために、２０３０年度の電

源構成は、化石燃料を使う比率を５６％と大幅に減少させる一方で、太陽光やバイオ

マス※５などの再生可能エネルギー由来の電力を２２～２４％に大きく伸ばし、原子力

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghgmrv/emissions/results/material/honbun2019rev2.pdf


 3  

発電の比率は２０～２２％に高める計画である８）。 

このような中、２０２１年４月の気候変動サミットにて菅総理大臣は２０３０年の

削減目標を約７割引き上げて２０１３年度比で「４６％削減」し、更に５０％の高み

に挑戦すると発表した９）。化石燃料起因の発電比率の更なる減少と再生可能エネルギ

ー由来をベースとした電力供給能力の拡大を一層加速させ、その先にある２０５０年

のカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指していく必要がある（図２）６）。 

 

図２ ２０３０年電源構成比予測 

 

そのためには現状の技術とインフラでできることをまず最大限に進めていく必要が

あるが、国土面積が小さく、地震、台風、豪雨などの災害が多い日本では風力、太陽

光の拡充は限界があると考えられ、原子力は福島原発事故後の安全性の観点から計画

通りには再稼働させることが難しいと予想される。よって、ＣＣＵ、ＣＣＵＳ※６とい

ったＣＯ２の回収・利用・貯留する技術の実用化や１０）、バイオマスなど再生可能エネ

ルギーの活用、化石燃料に変わる、水素、アンモニアといった新しい次世代エネルギ

ーによる発電システムを構築していく必要があると考える。 

 

１－２．アンモニアを使った発電効果と課題  

 「アンモニア」といえば、「刺激臭のある有毒物質」というイメージで昔から肥料

として利用されてきたことを思い浮かべる人も多いだろう。しかし、アンモニアは燃

焼時にＣＯ２を排出しない（４ＮＨ３＋３Ｏ２→２Ｎ２＋６Ｈ２Ｏ）という特性から、Ｃ
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Ｏ２排出量削減に役立つ次世代エネルギーとして、石炭による火力発電の代替原料と

して注目されている。まずは石炭との混合による混焼化、最終的にはアンモニア単体

での専焼化による発電が計画されている。アンモニアの混焼及び専焼化によるＣＯ２

削減量は、アンモニアを２０％混焼にすると石炭火力発電所１基で約１００万ｔ、国

内の大手電力会社の保有する全ての石炭火力発電所に適用すると約４,０００万ｔに

なるとされている。さらに専焼化することができれば、電力部門での排出量の半分に

当たる約２億ｔのＣＯ２が削減できると見込まれている（図３）１１）。 

 

図３ アンモニア混焼化及び専焼化によるＣＯ２削減効果 

（出典: 経済産業省HP アンモニアが“燃料”になる？！より 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html） 

また、近年急速に注目されているグリーンエネルギー※７である水素よりも取り扱い

性やコストの観点からアンモニアの利用が有利と試算されている（図４）。 

 

図４ アンモニアと水素コスト比較 

（出典: 経済産業省HP アンモニアが“燃料”になる？！より 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html） 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html
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しかし、石炭火力発電をすべてア

ンモニアの専焼化に置き換えるため

には、以下の二つの大きな課題があ

る。一つ目は、アンモニアの供給量の

課題である。専焼化に必要なアンモ

ニア量は、年間１億ｔと試算されて

いるが、その量は全世界でのアンモ

ニア生産量の半分に当たる。しかし

現時点で輸出入として市場で調達可

能な量は、その１／１０の２,０００

万ｔにすぎない。これは、各国で肥料

用途や工業製品の１次原料として内

需されている為である（図５）。 

 

図５ アンモニアの生産量 

（出典:経済産業省HPアンモニアが“燃料”になる？！を参考に筆者作成 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02

.html） 

したがって、アンモニアによる専焼化を実現するには生産量を飛躍的に向上させる

とともに、サプライチェーンを含め安定供給が可能な仕組みを作る必要がある。 

二つ目の課題は、アンモニアの生成方法が上げられる。アンモニアは、水素と窒素

を反応させ生成する。水素は、一般的には化石燃料（主に天然ガス）から取り出して

おり、その際ＣＯ２が発生してしまう（図６）。 

 

図６ アンモニア生成の課題 

（出典:経済産業省HP アンモニアが“燃料”になる？！を参考に筆者作成 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html） 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_02.html
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以上のことから、ＣＯ２排出実質ゼロを実現するには化石燃料に頼らないアンモニ

ア（水素）の生成方法が必要となる。 

これらの課題はあるものの温室効果ガス排出実質ゼロに向けて、２０５０年に国内

導入量３，０００万ｔを目標にアンモニアを燃料として活用していくロードマップが

経済産業省より掲げられ、課題解決へ向け日本産業界全体で取り組んで行く計画とな

っている（図７）１２）。 

 

図７ アンモニアの社会実装ロードマップ 

（出典:経済産業省 燃料アンモニア導入官民協議会中間とりまとめ） 

 

我々、油脂産業界としても培ってきた技術や知見を活用し、化石燃料に頼らない真

の意味でのカーボンニュートラルなアンモニア生成の実現に貢献すべきである。 

 

１－３．藻類によるアンモニア生成の提案 

 藻類を利用した化石燃料代替の研究は、古くから行われており、その高い生産性は

注目されてきた。現在、主にバイオマス原料として利用されているトウモロコシの数

百倍、油脂産業界で利用されているパーム※８の数十倍のオイル生産性があるとされて

いる（図８）。 
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図８ 各種バイオマスの生産量の比較  

（出典：Y. Chisti、Biodiesel from Microalgae、Biotechnology Advances、Vol.25、2007、P.294-306） 

 

数ある藻類の中には、軽油に近い高次炭化水素類※９（Ｃ１２〜Ｃ２０）を生成する

ものが報告されている。その一つであるシュードコリシスチスを用いた研究が盛んに

行われ、遺伝子改良による生産性の向上や屋外での大量培養に目途が立ち、新バイオ

マス原料として社会実装されつつある１３）１４）。 

一方、高次炭化水素から水素を製造する研究も進んでいる１５）１６）１７）。これら二つ

の技術を融合することで、藻類から水素製造を経て、アンモニアを生成するルートが

できる。藻類を使うことで化石燃料に依存せず、しかも水素製造時に発生するＣＯ２を

藻類で回収すれば、実質ＣＯ２排出ゼロでアンモニア生成が可能であると言える。 

ここで、大きな課題となるのが大量の藻類を低コストで培養しオイルを抽出する方

法である。圧倒的なオイル生産性を持つのにも関わらず、藻類が既存バイオマス原料

と置き換わらない最大の理由がここにある。本論文では、それらを解決するための画

期的なアイデアを提案する。 

 

第２章 既存ダムの有効利用による藻類の育成 

２－１．国内ダム利用の現状と潜在ポテンシャル 

ダムとは、河川を横断して流水を貯留するために設置された構造物で高さ１５ｍ以

上のもの言う。日本列島はその７割が山地であり、海外と比べて川も急流で海までの

距離も短いことから水量が調整し易く、日本はダム建設に適した環境を保有している
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と言われている１８）。ダムの役割は①洪水調節（治水）、②水資源の確保（水道用水、

工業用水、農業用水など利水）、③発電、④河川環境の保全（流水の正常な機能維持）

の４つであり、最近では国土交通省で民間ツアー会社と連携し、ダム現場を案内する

ダムツーリズムを推進するなどの観光資源としても活用されている１９）。 

日本のダム建設は明治時代に始まり、その当時のものも含めると現在、約２，８０

０基ものダムが日本には存在する。貯水面積は東京ドームの約４万倍の２０万ｈａ２０）

にも及び、日本には藻類の大量培養に格好の人工池が既に多数存在していたのである。

しかもダムはオールコンクリート構造体でビルなどの建築物にみられる鉄筋が全く使

用されておらず錆びないため老朽化の心配がない。壁の厚さもなんと１００ｍ近くあ

り、基礎が岩盤と一体化しているので、阪神・淡路大震災、東日本大震災といった震

度６～７クラスの激しい地震でもダム本体が壊れた報告はされていない。ダムは半永

久的に壊れない非常に高い安全性を持った水を貯める構造体なのである。もちろん発

電能力としても高いポテンシャルを秘めている。エネルギー発生率は原子力に次いで

実は２位とのことである１８）。 

そこで我々は、高い安全性と自給エネルギーを兼ね備えるダム湖をアンモニア燃料

用の藻類培養プールのインフラとして有効利用することを考えた。 

 

２－２．ダム湖による藻類培養の課題と対応 

 ダム湖を藻類の培養プールとして有効利用するうえで、課題および参考となるのが

「アオコ」である。アオコは、富栄養化※１０により藍藻類が異常増殖し、水面を一面緑

色に染める現象である。アオコが発生すると取水口の詰まりや異臭の原因となるため、

アオコの抑制は古くから取り組まれてきた。アオコ抑制の方法は、数多くの研究がな

され一般的には湖面の富栄養化を防ぐため、湖面付近を取水する方法や湖底と循環さ

せるなどの方法が用いられている２１）。 

最新の研究では湖面と湖底の電位差を無くすことで湖底からの栄養素流失を無くす

と同時に、この電位差を利用し発電するといった画期的な研究も行われており２２）現

在もアオコ発生抑制の研究は活発に行われている。一方で、発生してしまったアオコ

をエネルギーとして、利用できないかに関しても研究が行われているなど２３）ダム湖

を有用な資源と捉え積極的に活用しようという潮流は存在する。 

我々は、これらの研究を逆手に取り、積極的にダム湖の湖面で藻類を効率的に培養
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できると考えている。例えば、狙った場所と期間で湖面を富栄養化させ、そこに目的

の藻類を培養し管理する。昨今、急激に発達している精密な天気予測やＩｏＴ※１１、Ａ

Ｉ※１２を組み合わせれば育成のコントロールが可能であろう。先行事例として、牡蠣

の養殖の効率化を図るため各種センサーとドローンを組み合わせ、潮流、天候、水質

変化や幼生発生状況などを検出、ＡＩで管理して生産量の向上と安定化を試みる「ス

マート牡蠣養殖」などの実績もある（図９）２４）。 

 

図９ スマート牡蠣養殖 

（出典:スマート牡蠣養殖プラットフォーム事業） 

https://local-iot-lab.ipa.go.jp/public/uploads/201912/a2894bed7afbd8b38bc732fa7e9b7a5156636922.pdf 

 

第３章 藻類を活用した発電用アンモニア生成システムの提案 

３－１．アンモニア生成システムの全体構想 

藻類の培養をより効率化するため広大なダム湖に藻類養殖用の筏を複数浮遊させ、

その筏をダム湖内で周回させながら培養していく。そして前述した先端のデジタル技

術を使って、外部環境に応じて培養条件（水質、水温など）をコントロールしながら

ＣＯ２の吸収、光合成によって藻類を増殖させる。収穫した藻類は抽出プラントにて濃

縮・脱水工程と乾燥工程を経て、藻類シートとしてロール化させる。その後、藻類シ

ートを搬送加工しながら溶剤抽出法で効率よく高次炭化水素燃料（オイル）を抽出す

る。得られた高次炭化水素燃料から触媒※１３を使った水蒸気改質２５）※１４などによって

水素を製造し、最後に水素と空気中の窒素を化学反応させてアンモニアを合成する（図

１０）。 

https://local-iot-lab.ipa.go.jp/public/uploads/201912/a2894bed7afbd8b38bc732fa7e9b7a5156636922.pdf
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図１０ 藻類を活用した発電用アンモニア生成システム全体構想 

 

アンモニアの合成法として窒素と水素を鉄系触媒で反応させるハーバー・ボッシュ

法２６）が知られている。２０世紀初頭にドイツで発明され、現在もアンモニア合成の方

法として主流だが、課題として高温（４００～６００℃）、高圧という条件が必要で、

電力で高温を生み出すのにかなりのエネルギーが必要になる。昨今、５０℃未満とい

う常温かつ低圧で水素と窒素からアンモニアを合成できる高性能な新触媒の開発が進

んでおり２７）、将来、小型設備での製造が可能となると期待されている。我々の構想に

もこの新たなアンモニア合成法を取り込んでいく。 

 

３－２．藻類の培養と収穫方法 

 ここでは、ダムでの藻類の培養及び収穫方法を、具体例を交えながら説明する。 

藻類の培養は、複数の養殖筏を連結し、最盛期の期間（春～秋）ダム湖を周回させ

ながら行う。使用する養殖筏は、矩形の深さ約５０ｃｍの枠で形成され、上下は開口

形状となっている。筏は湖面に浮かべられ、複数の筏がワイヤーロープで連結され約

１週間かけてダム湖を周回する。なお、培養の元となる藻類は、培養藻類仕込みエリ

アで筏内に流し込み、筏内に浮遊させる。筏の四方は区切られているため、元となる

藻類の流出はなく、他の藻類の流入もない。周回中に栄養素と太陽光にて、藻類を培

養するが、周回箇所のいくつかのポイントに上流の河川等から流れ込む栄養素を循環

させ、養殖筏下部から筏内に流れ込む様にコントロールし藻類の培養を促すシステム

を構築する。 
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ダムの栄養素の循環システムには、アオコ抑制で研究されてきたシステムを活用で

きる。また、意図的に栄養素を筏内の藻類へ供給するため、筏外へは栄養素が供給さ

れにくく、筏外の場所でアオコが発生しにくくなるといった利点も出てくる。基本的

に筏は藻類の培養周期である１週間以上で周回させるが、ＡＩやＩｏＴを駆使して育

成状態を予測、計測し、必要に応じその周回速度を変化させることができる（図１１）。 

 

図１１ 藻類の培養方法 

 

次に収穫方法だが藻類の収穫は、ダム内に収穫水路を設置して行う。収穫水路に筏

を引き込み、収穫室まで筏を引き込んだら、筏前後の水路を閉じ、収穫室下部のハッ

チを開き筏内の水ごと藻類を収穫する。収穫後、収穫室に再び水を引き入れ、空にな

った筏を浮上させ、培養藻類仕込みエリアまで移動し、培養する藻類を流し込んだ後、

ダム湖に戻し再び周回に入る（図１２）。なお、筏を牽引するエネルギーや収穫に関

わるエネルギーはダムから得られる水力発電で賄うため、自給自足で運用できる。 



 1 2  

 

図１２ 藻類の収穫方法 

 

３－３．藻類のオイル抽出と回収方法 

収穫した藻類の濃縮・脱水、乾燥からオイル抽出・回収までの工程をより具体的に

説明する。低コストでオイルを回収するため、各工程には高い処理能力と省エネルギ

ー化が求められる。培養した藻類は多量の水分を含んでおり、低エネルギーで水分と

藻体を分離し乾燥させる技術が必要である。さらに藻類細胞膜内のオイルを効率よく

抽出する技術が望まれる。 

そこで、我々は日本人としても馴染み深い食用藻類である海苔に着目し、その製造

方法を利用して藻類をシート化する方法を考えた。日本には収穫された海苔を四角い

形状に漉き、脱水を行い乾燥させて板海苔（乾海苔）を全自動で製造する技術がある。

２８）２９）これを目的の藻類に見立てればシート化が十分実現できると考える。 

さらに、多量に水分を含むパルプ（木材）を高速下で脱水、乾燥させてトイレット

ペーパー、ティッシュなどを加工する紙の製造技術を応用すれば３０）３１）、藻類の連続

シート化による高速製造や、巻取り技術によるロール化も可能となる。ロール化によ

り運搬・保管も容易になり、生産マネジメントが向上するメリットも出てくる。 

こうして出来た藻類ロールは次のオイル回収工程へと移る。回収工程では藻類ロー

ルを回転させシートを繰り出し、有機溶剤を満たしたプール槽中に連続供給する。シ

ートの搬送途中で事前に、藻類の細胞膜を超音波振動※１５で丁寧に連続破壊させ外部
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へのオイル露出性を高め、一対のギヤ形状ロールによってシートに圧力を加えながら

凹凸状にシートを変形させ表面積を増やしておく。このように２次加工された藻類シ

ートをプール槽中で複数回、往復搬送して抽出時間を稼ぎ、抽出されたオイルは吸引

ノズルによって分離槽に供給し、オイルのみを回収する（図１３）。 

 

図１３ 藻類のロール化工程とオイル抽出工程 

 

したがって、オイル回収工程は一般的なバッチ回収方式※１６ではなく、シート搬送

による連続回収方式となっているため製造効率が高められる。製造に使用する電力は

水力発電で作った電力の一部を使って自給自足で賄うことができる。なお、オイルを

抽出した後の残渣は機械を止めること無く一連の工程の中で残渣ロールとして回収さ

れる。ここで出来た残渣ロールは藻類ロール同様保管も可能であり、用途、目的に応

じた残渣の再利用ビジネスに活用可能である。 

 

第４章 アンモニア生成システムの効果と拡張性 

４－１．藻類の培養量とオイル抽出量 

藻類として、「シュードコリシスチス」の遺伝子改良藻（コッコミクサＫＪ藻）を

想定し本システムで培養可能な藻類量、オイル抽出量、およびアンモニア生成量を概

算する。 

研究によるとシュードコリシスチスは１週間で２０ｍの培養槽１本から約３ｋｇの

藻類が収穫でき、そこから約１ｋｇのオイルが抽出できる３２）。遺伝子改良によりオイ



 1 4  

ル蓄積能力を１．７倍に高め、藻類濃度や水温、日射量をコントロールして培養量を

３倍に増やし、早ければ２０２３年までに年間２５ｔ／ｈａのオイル抽出量の実現を

目指している３３）。藻類のオイル蓄積率を７０％として藻類量に換算すると、年間でｈ

ａ当たり約３６ｔとなる。 

各ダム湖の貯水面積のうちの７割を藻類の培養に利用すると仮定し、その培養面積

が１００ｈａ以上となるダム湖を数えると、日本のダム約２，８００基中に２１３基

が存在した（図１４）。 

そしてこのとき培養に利用できる貯水面積の総計は５０，６４２ｈａとなった。 

 

図１４ 有効利用ダム基数 

 

それゆえ年間に培養できる藻類量と抽出できるオイル量はそれぞれ約１８２万ｔ

（≒５０，６４２ｈａ×３６ｔ）および約１２７万ｔ（≒５０，６４２ｈａ×２５ｔ）

となる。但し、冬場の湖面凍結等の影響は無視する。 

図１０の反応式より、１モルのオイルＣ１４Ｈ３０から４３×２／３モルのアンモニア

を合成できるから、上記の結果より、アンモニアの年間生成量を推定すると約３１３

万ｔとなる。これは経済産業省があげる２０５０年アンモニア国内導入量１２）の約１

０％に相当する。これに加えて約５５万ｔ分の残渣ロールが生成される。 
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上記アンモニア生成に必要な藻類ロール製造設備の規模を見積もってみる。海苔製

造専門メーカーによると１枚当たり約３ｇの板海苔を約５０ｋｇ／ｈで製造できる能

力がある３４）。これに紙の製造技術を融合すれば、少なくともシート速度を１，０００

ｍ／ｍｉｎまで高めることができ、約１１万ｔ／年のロール化処理が可能となる（図

１３）。同じシート供給速度でプール槽中でのオイル回収が可能とすれば、ダム２１

３基の年間藻類量を約１８ラインで処理できる。これは十分実現可能な規模である。 

 

４－２．システム導入に及ぼす電力量とＣＯ２排出量 

本システムにおける年間使用電力量は藻類の筏による培養と収穫工程が４，６００

万ｋＷｈ、藻類シートのロール化工程が１４億５，１００万ｋＷｈ、オイル回収工程

が１０５万ｋＷｈと見積もれる。利用ダム２１３基と製造装置１８ライン分の総電力

使用量は年間で約１５億ｋＷｈとなり、日本の水力発電の年間可能発電量９４２億ｋ

Ｗｈ３５）の１．６％にすぎない（図１５）。本システムではわずかな電力消費の見返り

に、大きな電力をアンモニア発電によって生むことができる。 

アンモニア生成に至るまでに発生するＣＯ２排出量を水素製造の反応式、水力発電

のＬＣ－ＣＯ２排出量３６）、藻類のＣＯ２固定値３７）から算出すると、水素製造（水蒸気

改質）による排出量が３９５万ｔ－ＣＯ２、藻類の培養とオイル回収に使用する水力発

電での排出量が１．６万ｔ－ＣＯ２であるのに対し、藻類によるＣＯ２固定量が４３５

万ｔ－ＣＯ２となる。水素製造時の水蒸気改質法によるＣＯ２の排出量は大きいが、そ

れを上回る形で藻類が成長過程でＣＯ２を吸収するため、本システムのＣＯ２排出量は

実質ゼロ（マイナス）という結果となる（図１６）。 

よって、火力発電用として化石燃料からアンモニア燃料に代替をした分だけＣＯ２

排出量に貢献でき、その効果は年間約６２６万ｔ－ＣＯ２の削減となる。 
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図１５ システム電力量収支 

 

 

図１６ システムＣＯ２収支 
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４－３．拡張性と副次効果 

本システムのアンモニア生成能力はダムのわずかな拡張工事によって容易に向上さ

せることが可能である。既に一部のダムで取り組まれているが、ダムを嵩上げするこ

とでその貯水量を増やし、治水能力や発電量を増加させることが可能であると報告さ

れている。ダムを単純な円錐と仮定し、３００ｈａクラスのダムを１０％嵩上げした

場合、貯水量は１．３倍以上、貯水面積が約１．２倍以上となり、２０％嵩上げした

場合には貯水量は１．７倍以上、貯水面積は１．４倍となる。今回の提案のシステム

においても、新たなダムを建設することなくオイル生産量を増加させることができる。  

また、本システムは海外展開も容易であると考えられる。例えば、アメリカにある

フーバーダムは日本全体のダムを合わせた貯水量を上回る巨大ダムであり、その貯水

面積は、琵琶湖と同等（約６．８万ｈａ）と言われており、巨大な培養設備の建設が

可能である。 

副次的な効果としてオイルあるいはアンモニアの生成とは別に残渣の再利用も見逃

せない。従来の残渣形態よりも取り扱いが容易なロール形状であるため、再利用する

ための施設への運搬や加工時のハンドリング、用途に合わせた２次加工もしやすい。

残渣はバイオプラスチック※１７の原料として使うことができると考えており３８）３９）、

環境省が掲げる３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ※１８（再生可能資源への代替）を基本原則

とした「プラスチック資源循環戦略」４０）のバイオプラスチックの導入（２０３０年２

００万ｔ）に大きく貢献できる。なお、本システムを導入した際には、約５５万ｔの

残渣が発生すると試算している。年間回収されているＰＥＴボトルとほぼ同等の量で

ある。将来、日本のＰＥＴボトルがすべて残渣ボトルに置き換わるかもしれない。 

 

おわりに 

ヨーロッパやアメリカでは、治水目的の大規模ダム建設は、数十年前にほぼ完了し、

１万年に一度の大雨にも耐えられるとされている。一方、日本においてはダムによる

治水効果は限定的で低く、生態系に与える影響が大きい等の理由で次々と建設中止や

中断が相次ぎ、国全体としての治水事業は中途半端な状態となっているのが現状であ

った。しかし、近年、毎年のように異常気象による河川の氾濫、土砂崩れによる甚大

な被害が次々と発生しており、無駄な公共事業といわれてきた「ダム」が再注目され、

再建設の動きやよりダムを積極的に運用し治水に役立てる動きが加速している。 
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今回、既存インフラであるダムを有効利用し、ダムの一般的な利用概念を打ち破る

画期的な藻類の培養とオイル回収システムを提案することで、水力発電とは別に新た

なエネルギーを作り出し、異常気象発生の原因の一つであるとされている温室効果ガ

ス排出の低減とＣＯ２回収に貢献できる可能性を示した。本提案は、今まで以上にダム

を積極的かつ効率的に活用すること、そして従来の治水や利水に関する考え方を変え

ることを促しており、この考え方はグローバルに展開してこそ真の価値を発揮する。

先述した通り、欧米や中国などには、日本よりも巨大なダムが点在し、同様のシステ

ムを導入することで、地球規模での温室効果ガス排出の低減とＣＯ２回収に貢献し、地

球温暖化に歯止めがかけられるはずである。 

我々油脂産業界は、化石資源や天然油脂等を使うことで、大きく成長してきた。そ

ろそろ、我々は地球に恩返しするべきである。資源の節約、リサイクルは当然のこと

ながら、資源を「使う」から「創る」側へ大きくチェンジさせることができるのは、

我々だけである。本提案がその変化に大きく貢献することを期待してやまない。 
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＜注釈＞ 

※１【再生可能エネルギー】「絶えず資源が補充されて枯渇することのないエネルギ

ー」、「利用する以上の速度で自然に再生するエネルギー」という意味の用語。例と

しては、太陽光、太陽熱、水力、風力、地熱、波力、温度差、バイオマスなどが挙げ

られる。 

 

※２【藻類】一般的な光合成を行う生物のうち、コケ植物、シダ植物、種子植物を除

いたものの総称。 

 

※３【カーボンニュートラル】「植物や植物由来の燃料を燃焼してＣＯ２が発生して

も、その植物は成長過程でＣＯ２を吸収しており、ライフサイクル全体（始めから終

わりまで）でみると大気中のＣＯ２を増加させず、ＣＯ２排出量の収支は実質ゼロに

なる」という考え方 

 

※４【脱炭素社会】地球温暖化の要因となる、温室効果ガスの実質的な排出量ゼロを

実現する社会。 

 

※５【バイオマス】生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、一般的には「再生

可能な生物由来の有機物資源で、化石資源を除いた物」を示す。 

 

※６【ＣＣＵ／ＣＣＵＳ】ＣＣＳとは、「Carbon dioxide Capture and Storage」の

略で、「二酸化炭素回収・貯留」技術と呼ばれる。ＣＣＵＳは、「Carbon dioxide 

Capture, Utilization and Storage」の略で、分離・貯留したＣＯ２を利用しようと

いうもの。 

 

※７【グリーンエネルギー】地球温暖化の原因であるとされる二酸化炭素(ＣＯ２)

や、大気汚染の原因となる硫黄酸化物(SOx)などを排出しないエネルギー。 

 

※８【パーム】植物のヤシを示す。油脂業界ではアブラヤシのことであり、高いオイ

ル生産性があり種子からパーム油が得られる。油脂の原料として用いられている。 



 2 0  

※９【高次炭化水素類】炭素原子と水素原子だけでできた化合物の総称。おおよそ炭

素数が 4以下の炭化水素（C1〜C4）は常温常圧で気体であり、炭素数が 5以上、十数

以下の炭化水素（C5〜C10 - 18）は液体である。本書では、C10〜C18を高次炭化水

素と表現している。 

 

※１０【富栄養化】海、湖沼、川の水に含まれる栄養分が自然の状態より増えすぎて

しまうこと。 

 

※１１【ＩｏＴ】「Internet of Things」の略で、日本語では「モノのインターネッ

ト」と訳されいる。現実世界の物理的なモノに通信機能を搭載して、インターネット

に接続・連携させる技術。 

 

※１２【ＡＩ】人工知能のこと。人間の知的ふるまいの一部をソフトウェアを用いて

人工的に再現したもの。経験から学び、新たな入力に順応することで、人間が行うよ

うに柔軟にタスクが実行できる技術。 

 

※１３【触媒】化学反応の前後でそれ自身は変化しないが、反応の速度を変化させる

物質。水素と酸素から水を生じさせる際の白金黒(はっきんこく)など。 

 

※１４【水蒸気改質】炭化水素や石炭から水蒸気を用いて水素を製造する方法 

 

※１５【超音波振動】超音波振動とは，周波数が 20 kHz以上の音波のこと。通信分

野や様々な加工分野で用いられている。 

 

※１６【バッチ回収方式】特定の時間に一括処理で回収する方法。対義語は、連続回

収方式 

 

※１７【バイオプラスチック】微生物によって生分解される「生分解性プラスチッ

ク」及びバイオマスを原料に製造される「プラスチック」の総称。 
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※１８【３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ】Reduce＝ごみの発生を減らすこと、Reuse＝く

り返し使うこと、Recycle＝資源として再生利用することの３Rに加え、Renewable＝

再生可能な資源に替えることを追加した考え方。 
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